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ケーブルテレビの現状
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 ■ケーブルテレビ全事業者数           ４６４社
 ■加入世帯数               ３，１３９万世帯
 ■世帯普及率              52.5%

【ケーブルテレビ連盟加盟社情報】

 ■加盟社数  ３４８社
                       (全事業者のうち約7５%が加盟）

 ■総接続世帯数    ２,７７２万世帯
（世帯普及率:46.4％*） 

 ■インターネット接続加入世帯数     １,０３２万世帯
（加入率:17.3％*）

 ■多チャンネルサービス加入世帯数 ７８２万世帯

 ■電話サービス加入世帯数            ８７６万世帯

 ■事業売上                                       １兆３,７８８億円
出典:日本ケーブルテレビ連盟2022年度会員情報

＊世帯普及率、加入率は総務省令和4年1月1日現在
住民基本台帳による総世帯数5,976万世帯から算出

出典:総務省「ケーブルテレビの現状」（令和4年11月版）



ケーブルテレビ インフラの状況
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• 日本の総世帯数5976万世帯に対し、ケーブルテレビは5280万世帯をカバー（カバー率88.4%）
（申し込めば直ちに加入できる状態にある世帯の数）

• 2772万世帯（46.4%）がケーブルテレビ網に接続。
• 地デジの展開に併せて、放送事業者と連携して対応。辺地、離島含め、全国でサービスを提供

山間部におけるテレビ共聴設備

戸建て住宅におけるケーブルテレビの
テレビ共聴・ネット設備

（アンテナ不要でケーブルによりTVを視聴） 都市部の集合住宅における
ケーブルテレビのテレビ共聴・ネット設備

接続世帯:2772万世帯（46.4%）
・実際にケーブルテレビに接続されてい
る世帯数

ホームパス:5280万世帯（88.4%）
・未加入者が申込めば直ちに加入できる
世帯数（自宅近辺までケーブルテレビの
幹線が敷設されている状態）

※ ケーブルテレビ連盟正会員事業状況報告
（2022年3月末）

※ ケーブルテレビ連盟正会員事業状況報告
（2022年3月末）

※住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数
（総務省、令和4年1月1日現在）

我が国の総世帯数：５９７６万世帯

離島におけるTV・ネットサービス提供



ケーブルテレビ事業者の事業規模
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464者
（※）

第三セクター
203者

（43.8%）

自治体
158者

（34.1％）

※令和3年度（2021年度）末現在の
 自主放送を行う登録有線一般放送事業者

ケーブルテレビ事業者の内訳

自治体・第三セクターで
約８割を占める

約３分の１が自治体運営

ケーブルテレビ事業の営業収益

4,990
億円/
275社
（※）

※令和3年度（2021年度）末現在の
自主放送を行う登録有線一般放送事業者
のうち営利法人であるもの

上位10者合計
3,403億円
（68.2％）

上位10者で
約７割を占める

その他
1,587億円
（31.8％）

100人以上

40者

（ 11.0％）

50～99人以下

78者

（ 21.4％）

49人以下

246者

（ 67.6％）

※日本ケーブルテレビ連盟により加盟事業者に
対する平成30年度（2018年度）末の調査

ケーブルテレビ事業者の従業員数

その他
103者

（22.1％）

49人以下で
約７割を占める

364者
（※）



ケーブルテレビの経営状況
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ケーブルテレビ事業の収支状況の推移

［億円］

［年度］

営業収益の１０年間の推移

• ケーブルテレビの収益は横ばい傾向にあるが、電気通信事業については堅調な伸びを示している。
• ケーブルテレビ事業全体においては、一定の利益を確保している。個別には約９割が黒字。

単年度黒字事業者及び割合の推移

※ 有線テレビジョン放送事業者（同時再放送のみを行う届出一般放送事業者を除く）の
事業収益結果の報告。
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ケーブルテレビ事業者による安心安全等の地域情報の発信
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ケーブルテレビの自主放送（コミュニティチャンネル）により、防災、文化スポーツ、行政等の地域
情報を発信。特に災害に関しては、きめ細かい被災情報・避難情報を継続的に提供。

山積みとなった瓦礫の様子

住民税等の減免措置の情報

氾濫する球磨川の様子

自治体の仮設事務所の情報

※「テレビやつしろ」R2.8豪雨報道より

災害報道台風情報

ボランティアセンター開設の様子 地元住民のインタビュー

河川地図とライブカメラ映像 ※「古河ケーブル」より

停電状況を更新

各所避難所の開設 携帯電話の充電場所
※「ジェイコム」より


